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はじめに

竹島は、江戸時代には幕府の許可のもと、わが国が経済活動を行い、明治
38（1905）年1月には、近代国際法上の形式に則り、閣議決定によって、島根
県の所属、隠岐島司の所管となりました。戦後の占領期には、暫定的にわが
国の行政権の区域から外されたものの、サンフランシスコ平和条約ではわが
国の領土であることが確認されました。しかしながら、昭和27（1952）年1月に
韓国側は竹島を李承晩ラインのなかに取り込み、昭和29（1954）年から事実
上不法占拠を続け、現在領海12海里内にはわが国の船は近づけなくなってい
ます。
日本国際問題研究所では、戦後の竹島問題の動向を押さえるため、昭和20

（1945）年から昭和34（1959）年まで、地元紙（現在山陰中央新報）で竹島及び
その関連記事の悉皆調査を行い、昨年12月に報告書3冊を刊行しました。そ
の結果、行政文書では残っていない、新事実が多く判明しました。
本ウェビナーでは、新聞悉皆記事報告書の研究成果のうち、竹島の地元で
ある、島根県隠岐で戦後どのように竹島返還運動が始まったかについて発表
します。



2023年7月8日 島根大学公開講座「竹島研究の最前線（5）」（戦後の竹島）
第1回：「地元新聞記事に記された李ライン拿捕・抑留の状況」
升田優 島根県竹島問題研究顧問 →現在オンデマンドで配信中（有料）



「北方領土の返還運動の
始まり－根室町長（当時）の
陳情－」
（北海道別海町ホームページ）
※北方領土では、地元根室の
動きが返還運動の原点と
なっている
※安藤石典（いしすけ）
鳥取県倉吉市出身
北方領土問題と領土返還
要求運動の父と呼ばれて
いる
（参考）明治37（1904）年9月
政府へ竹島の領土編入願を
出した隠岐の中井養三郎も
倉吉市出身
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戦後直後の竹島の主な動き

●昭和21（1946）年1月：SCAPIN-677により竹島の施政権が暫定的に停止
●昭和21（1946）年6月：SCAPIN-1033によりマッカーサー・ラインが改訂、竹島
及び周辺海域での漁業活動が制限される

--------------------------------------------------------------------------------------------------------

●昭和26（1951）年8月：米国ラスク国務次官補から韓国大使に宛てたラスク書
簡で、「竹島が韓国の一部として扱われたことは一度もなく、1905年頃から日
本の島根県隠岐島庁の管轄下にある」とする
●昭和26（1951）年9月：サンフランシスコ平和条約で竹島は日本が放棄すべき
領土に明記されず（1952年4月発効） →国際法上竹島は日本領とされる
●昭和27（1952）年1月：韓国政府が李承晩ラインを宣言、竹島を自国側の海域へ
●昭和28（1953）年3月、日米合同委員会、米軍が竹島を演習場として使用しなく
なったので、施設区域のリストから削除することを正式に決定
●昭和28（1953）年6月：島根県、隠岐の3名と隠岐島漁連に竹島の漁業権
を許可 ＝現在でも島根県は隠岐島漁連には竹島の共同漁業権を許可
●昭和28（1953）年7月：韓国の独島義勇守備隊が海上保安庁巡視船へ発砲
●昭和29（1954）年5月：隠岐の久見漁業協同組合が竹島で漁業＝最後の漁業
●昭和29（1954）年9月：韓国政府、竹島に無人灯台を設置 ＝不法占拠を開始



戦前・戦後の竹島の動き（島根県・隠岐）

●昭和15（1940）年8月：島根県から海軍用地（舞鶴鎮守府）へ引き継ぐ
●昭和16（1941）年、隠岐の3名（五箇村久見の八幡長四郎・池田幸市・橋岡忠重）が
許可されていた、竹島のアシカ漁業はこの年で中断
※ただし、島根県から漁業許可を受けていない、鬱陵島在住の奥村亮（島根県出身）に
よる竹島での磯漁業は昭和20（1945）年まで行われた

●昭和16（1941）年11月、舞鶴鎮守府司令長官、隠岐の八幡長四郎に対して竹島の
使用を許可（昭和20（1945）年3月31日まで） ※昭和16（1941）年2月出願

●昭和18（1943）年11月、島根県、隠岐の八幡長四郎ほか2名に竹島のアシカ漁業を
許可（昭和23（1948）年11月まで）

●昭和20（1945）年11月、海軍から大蔵省の所管へ ＝現在、財務省中国財務局の所管
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------

●昭和26（1951）年4月、旧五箇村久見の浜田正太郎の第三伊勢丸が竹島へ漂着し、数
十人の韓国漁夫が操業中であることが同年9月新聞各紙で報道された
●昭和26（1951）年8月、サンフランシスコ講和会議を前に、平和条約での竹島の扱いが
注目され、外務省は竹島が日本の領土であることは明瞭であるとの見解を発表したこ
とから、竹島の帰属問題が一般に関心を集めることとなった
→昭和20（1945）年と昭和26（1951）年の間は空白期間で、地元の島根県や隠岐で
竹島に対してどのような動きがあったかはこれまで不明であった。



昭和23（1948）年8月2日島根新聞記事
（連載）「島根のはて」（第4回）
※島根県の東西南北の果ての地を紹介
する連載記事

「北端＝隠岐島五箇村竹島（北緯三七度
一〇分）」
「海のスリル日本一 アシカ群さす猟奇の
竹島（隠岐）」

※昭和12（1937）年『島根県統計書 第1

編』（昭和15（1940）年発行）の土地に
よると、「極北ハ隠岐國竹島ノ北端
（北緯37度10）ナリ」とあり、これを参考
にしたと考えられる。
※戦前で第1編は昭和13（1938）年以降
は現存せず
※戦後最初の刊行は昭和23（1948）年で
あるが、昭和24（1949）年3月の刊行。
※記事では、昭和21（1946）年1月の

SCAPIN-677が反映されず

①



②

昭和23（1948）年8月25日 島根新聞2面
「忘れられた竹島再び漁場に 無尽蔵なアシカとりの日も近い」



昭和23（1948）年8月25日 島根新聞2面
「忘れられた竹島再び漁場に 無尽蔵なアシカとりの日も近い」①

●五箇村大字久見の農業八幡長四郎（70）、同土建業橋岡忠市（40）（＝
忠重）、同池田好一（54）（＝幸市）の3名が、西郷町の中井養三郎から
竹島の漁業権を獲得し、昭和16（1941）年まで漁業をしていたとし、「終戦
後は放棄の形になっていたが、たまたま本紙で隠岐所属のものであるこ
とがはっきりしたので橋岡氏は近く出県、漁業の手続などに打合せること
になった」とある。
●正確にいえば、竹島は放棄したわけではなく、昭和21（1946）年1月の

SCAPIN-677により竹島の施政権が暫定的に停止されたこと、昭和21

（1946）年6月のSCAPIN-1033によりマッカーサー・ラインが改訂され、
竹島及びその周辺12海里（後の昭和24（1949）年9月の改訂で3海里とな
る）に日本漁船は接近することができなくなったことを指す。実際前者では、
「本指令はポツダム宣言第8条にかかげられた付属島嶼についての最終
決定とは何ら関係はない」とし、後者では「当該区域又はその他の如何な
る区域に関しても国家統治権、国境線又は漁業権についての最終決定に
関する連合国の政策の表明ではない」と明確に記している。



昭和21（1946）年2月4日 島根新聞1面
「小笠原・千島列島等 北緯卅度以南除外 日本領域を指定 総司令部命令」
→記事の見出しだけをみると、一般の読者は、日本の領域の最終決定であると
誤解を生じた可能性がある。

※竹ノ島
※地図がない



昭和21（1946）年6月26日 島根新聞1面
「漁区拡大許可 漁区拡張指令要旨」

→昭和21（1946）年7月26日、島根県、島根県漁業取締
規則から竹島とそのアシカ漁業に関する項目を削除

※竹島の経緯度が書かれていない
※地図がない



昭和23（1948）年8月25日 島根新聞2面
「忘れられた竹島再び漁場に 無尽蔵なアシカとりの日も近い」②

●橋岡の談話として、「竹島については終戦以来自分だけでなく五箇村民の大部分が
日本の領土ではなくなったものと考えていた。ところがこの間島根新聞で県の北端と
して掲載されたので再び漁業を思いついた。あそこは三十七度十分の線なので大丈夫
許可になるものと思う」とある。
●竹島の緯度については、この記事でも昭和12（1937）年の『島根県統計書』でも、北緯

37度10分としていた。しかしながら、昭和21（1946）年6月22日改訂のマッカーサー
ラインの指令では「37度15分東経131度53分にある竹島から12海里以内に近づいては
ならず、又この島との一切の接触は許されない」とあることから、橋岡も島根新聞も島
根県も当時竹島の正確な緯度を認識していなかったことを示している。
●ただし、前記の指令についての報道にあたる、昭和21（1946）年6月26日島根新聞記事
「漁区拡大許可」では竹島の経緯度を記していないこと（また、行政からマッカーサーラ
インでは竹島の位置が北緯37度15分と知らされていた可能性もある）から、当時こうし
た誤解が生じたのも無理はないといえる。
●重要なことは竹島の位置を間違って認識していたことではなく、①の記事で、竹島が
島根県の北端と記載されていたことが、橋岡らが竹島でのアシカ漁業の復活を決める
大きな契機となり、県庁へ出向いて、竹島の漁業の手続など打ち合わせることになった
ことである。すなわち、島根新聞の記事によって、地元隠岐での竹島返還運動が始まる
ことになったといえる。



「奥村家出納簿」
（隠岐の島町個人所蔵）
※昭和14（1934）年から
竹島のアシカ漁業の経営に
関与

昭和23（1948）年10月7日
「八幡長四郎氏 松江行 旅費 補助
ランコ島 運動の為 支出500」
※「松江行」とは島根県庁へ行くことを
指し、竹島のアシカ漁業権について
運動を行うために言ったと考えられる

※当時の隠岐汽船の運賃
（隠岐－境港）：182円

●昭和23（1948）年8月以降の竹島の状況を記した新史料の発見（2018年9月）
＝西郷の地主で資産家の奥村亀右衛門の史料（個人所蔵）の調査（隠岐の島町）



竹島でのアシカ漁業鑑札（コピー） 昭和18（1943）年11月12日
※島根県が隠岐の八幡長四郎ほか2名へ許可

→許可期間が昭和23（1948）年11月30日まで→島根県へ漁業許可の延長を申請
→島根県は、マッカーサーラインにより、申請を却下したと考えられる



昭和26（1951）年10月11日橋岡忠重嘆願書、島根県水産部宛



昭和26（1951）年10月に書かれたとみられる橋岡忠重から島根県
水産部へ提出された嘆願書

●「今は故人である八幡長四郎は昭和二十四年死亡する間際まで「三家代々
亨け次いで来た竹島の漁業が再び日本人の手に還へる時が来たなら必ず残
る者の手で竹島を濫獲から護る為漁業権を獲得して貰ひたい」」と遺言したと
ある。
●これは、昭和26（1951）年9月の平和条約調印前から、三氏（橋岡・八幡・池
田）は竹島のアシカ漁業の再開のため、島根県へ働きかけていたことを示し
ている。
●長年の隠岐の島町での聞き取り・史料調査で、三氏が竹島のアシカ漁業の
権利を有し、戦前の竹島のアシカ漁業の具体像を聞くことができたが、戦後の
空白期の状況については史料がなく、証言を聞くこともできなかった。
●こうした事実は、国際法上の意味があるわけではないものの、占領下であっ
ても、この三氏が竹島のアシカ漁業の再開のために汗をかいており、それが
昭和28（1953）年6月島根県から久見の三氏及び隠岐島漁連への竹島の漁業
許可、そして戦後最後の竹島の漁業となった昭和29（1954）年5月の久見漁業
協同組合による竹島での試験操業につながったといえる。
→点と点がつながり、戦後の隠岐での竹島の返還運動の始まり、原点を確認



③

昭和26（1951）年3月8日島根新聞3面
「竹島のアシカ狩り 早くも復活を出願」
※中井養三郎の長男養一の証言を中心に掲載

●松江市の中井養一は、昭和
25（1950）年から島根県水産部
を通じて、アシカの捕獲許可申
請を総司令部へ提出、再三陳情
●五箇村の橋岡忠重ほか1名が
竹島の魚介類採取漁業の復活
陳情をした。※アシカ漁業と考え
られる →いずれも却下



昭和27（1952）年4月25日3面
山陰新報
「早くもねらうアシカ漁 講和で開く
竹島の門戸 捕獲許可の申請第一号」

※東京都在住の中井甚二郎（養三郎
の次男）が講和条約発効後の昭和
27（1952）年4月、島根県水産課へ
第一号の竹島のアシカ捕獲許可申
請を提出した
※五箇村久見の八幡数馬・池田邦幸・
橋岡忠重の3名は、昭和27（1952）年
5月7日漁業許可願を申請
＝昭和4（1929）年1月、西郷町の中井
養一（養三郎の長男）、竹島のアシカ
漁業権を、五箇村久見の八幡長四
郎へ売却 →申請は不許可

④



⑤

昭和25（1950）年2月2日2面
「高まる「竹島出漁」の声
浦郷の漁業者が近く許可
願い」

※島後の竹島関係者だけでな
く、島前の漁業者も出漁を
検討
※竹島でのアシカ漁ではなく、
周辺海域でのイカ、サバ、
サンマ、竹島でのアワビ
などを検討。許可申請をした
かは不明。
※昭和28（1953）年6月、島根
県、隠岐島漁連へ竹島の
共同漁業権を許可



大和堆
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「母船式鯖延縄漁場図」＝竹島周辺でサバ延縄漁試験を実施
『島根県水産試験場事業報告 昭和10年度』国会図書館デジタルコレクション

※竹島周辺では昭和10（1935）年
から昭和15（1940）年まで試験を
実施＝沖合漁場の開発
※昭和13（1938）年5/1～7/26の間
の操業回数は14回で、計34日実施
された。このうち7月中・下旬の第13、
14回は竹島近海の操業で、操業日
数は7日であったものの、漁獲率
（針100本に対する漁獲の割合）は
それぞれ12.1％、13.4％と高く、
これは平均漁獲率9.1％よりも高く、
また、この2回で、全体の漁獲数の
36.1％、売上金額の32.6％を占め
たことから、竹島近海が当時サバの
好漁場であったことが確認できる。
※昭和10年代から竹島周辺海域が
サバの好漁場であったことが知ら
れていた。



おわりに①

●新聞悉皆記事報告書により、占領下の昭和23（1848）年8月2日の島根新聞
記事が大きな契機となり、隠岐の五箇村久見の橋岡・八幡・池田3氏により、
島根県に対して竹島のアシカ漁の許可の申請がなされた。これが、戦後の竹
島返還運動の最初の動きであったことが初めて明らかとなった。
●その後、昭和25（1950）年には、松江市在住（以前は隠岐の西郷町在住）の
中井養一が、島根県水産部を通じて、竹島のアシカの捕獲許可申請を総司
令部へ提出、再三陳情した。さらに五箇村の橋岡忠重ほか1名も竹島の魚介
類採取漁業（※アシカ漁と考えられる）の復活陳情を行った。このほか隠岐で
は占領下の昭和25（1950）年竹島周辺の沖合漁業も検討されていた。
●これらの申請はいずれも却下されたが、昭和26（1951）年9月調印、翌年4月
発効の平和条約により竹島が日本領と保持され、同年4月マッカーサーライン
の廃止の前から、竹島でのアシカ漁業の再開を島根県や総司令部へ求める
動きが地元からあったことが注目される。これらの動きは戦後の竹島返還運
動の原点であるといえる。
●戦後の空白期の状況については史料がなく、これまでの調査で証言を聞くこ
ともできなかった。今後の返還運動は再度原点に立ち返る必要があり、また
次世代への継承が必要である。



おわりに②

●政府、島根県、地元とも、原点を振り返り、今後の竹島の返還運動について再検
討すること、また地元が政府が再三再四陳情しているように、北方領土の並みの
体制を構築していく必要がある。
●韓国側が竹島を不法占拠してからすでに今年で69年も経過しているが、最近の
日韓会談で竹島問題が議題になることもなく、解決の見通しは全く立っていないの
が現状である。
●今回戦後直後の地元紙を悉皆的に調査した結果、竹島が不法占拠される過程が
分かるだけでなく、政府や地元が竹島問題に対してどのように対応してきたかに
ついても具体的に知ることができた。
●平成の時代で、竹島で漁業をした人はすべて帰らぬ人となった。令和の時代に入
り、その子孫も年々数が少なくなり、竹島の記憶は年々確実に消えている。今や
地元隠岐でもかつての竹島の漁業を知る人は数えるほどしかいない。
●そうした厳しい状況下で、この資料集を通じて、竹島問題がどのように発生し、戦
後の関係者がどのように対応してきたかを知れば、今後の竹島問題解決のため
の戦略を構築する際に大いに参考になると考えている。
●この資料集を少しでも多くの方に閲覧、活用頂くことにより、竹島問題の理解がよ
り深まり、さらには竹島問題が一刻も早く解決されることを強く望みたい。


